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化学業界の 
 

「低炭素社会実行計画」への取組み 

http://www.nikkakyo.org/index.php3
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化学産業とは 
今までの省エネ・ＧＨＧ削減努力 

低炭素社会実行計画への取組み 

まとめ 

環境自主行動計画 
エネルギー効率の国際比較 

取組み方針 
化学産業自身の削減目標 
低炭素製品の普及を通じた削減貢献 
国際貢献の推進 
革新技術開発 



化学産業とは 
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化学製品と関連製品

合成繊維
（衣料品）
合成繊維
（衣料品）

医薬品医薬品

印刷用インク印刷用インク

合成ゴム（タイヤ）合成ゴム（タイヤ）

化粧品化粧品

化学産業は他産業への素材・原料を供給。国民生活に重要な役割を果たす。
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油脂製品

電子部材
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界面活性剤

工業用ガス
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石油化学製品
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油脂製品
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中間原料 一次製品

光ディスク（ＤＶＤ）光ディスク（ＤＶＤ）

シリコンウェハ

電化製品用部材

ＩＣチップ
用部材

シリコンウェハ

電化製品用部材

ＩＣチップ
用部材

シリコンウェハシリコンウェハ
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ＩＣチップ
用部材
ＩＣチップ
用部材

電子部品等
（高機能部材）

産業ガス

暮らしと産業を支える化学産業 
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出荷額 ４０兆円 

付加価値額（１５兆円） 国内第１位 

雇用人員 ８８万人   出典：化学工業・医薬・プラスチック・ゴム（2010年度） 

             

上流、下流に対し、省エネ製品ほか様々な製品及び技術を
供給している（顧客の省エネ化・高機能化に貢献） 
 

生産プロセス、製品が多種、多様 
 

原料としても燃料としても化石資源を使用 

  エネルギー多消費産業である 
 

将来の低炭素社会実現のための技術開発において、重要

な役割を担っている 
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化学産業の特徴  

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
ここで少し化学産業の特長を申しあげますと、製造業の中で付加価値額がトップレベルの産業です。
また、化石資源を燃料としても、原料としても使う特殊な産業です。
これは非常に複雑な問題を含んでいます。
例えば、アメリカでは電力会社で天然ガスを燃やすのと、石油化学として原料に用いるのと取り合いの問題がでてきています。
当然、天然ガスの方がＣＯ2発生が同じカロリーベースで言えば、ＣＯ2発生が少ないわけですから、お互いにできるだけ使いたいわけです。
このように取り合いの問題、そのような側面を持った産業であるということです。
そして、上流、下流に対して、省エネ製品他様々な製品や技術を供給していることです。




今までの省エネ・GHG削減努力 
 

ー 環境自主行動計画 ー 
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出典：環境省日本の温室効果ガス排出量

2009年度（平成21年度）温室効果ガス排出量

鉄鋼

化学 ５%

運輸部門

（自動車・船舶

等）

20%

産業部門

34%

その他製造業

エネルギー転換部門

（発電所等）
7%

家庭部門

14%

2009年

CO2排出量

１１億5000万t

非エネルギー

部門
6%

紙・パルプ

業務その他部門

（商業・サービ

ス・事務所等)
19%

日本の

化学産業のＣＯ2排出量は、

日本全体の５％である

日本におけるCO2排出量の現状 
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日本の化学産業におけるエネルギー利用内訳 

60%9%6%

3%
22%

石油化学製品

化学繊維

ソーダ製品

アンモニア製品

その他

化学産業のエネルギー統計（2010年度）

出典：経済産業省 資源エネルギー庁 エネルギーバランス表 
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エネルギー原単位 

エチレン生産量 

エチレン生産量：KT エネルギー原単位指数：％ 

1990年までにエネルギー原単位をおよそ半減とする改善を達成 
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省エネ活動の実績 ① 

日本のエチレン生産量の原単位推移 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
一番エネルギー消費の大きなエチレンの生産量の推移とエネルギー原単位の推移を表したものです。

このように第一次、第二次石油ショックを通じて、エネルギー原単位の削減に取り組み、京都議定書の基準年になっております９０年までに、エネルギー原単位を約８０％削減してきております。

このため、９０年以降は、何とか僅かながら削減してきておりますが、そのターゲットは主要プロセスのみならず、排水・廃棄物処理等の周辺設備、工場内プラントの連携、他社との連携等にまで及んでおります。



日本におけるか性ソーダ製法別生産量と電力原単位の推移

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

52 54 56 58 60 62 64 66 68 70 72 74 76 78 80 82 84 86 88 90 92 94 96 98 99 00 01 02 03 04 05 06 07 08

年度

生産量(千トン)

1,800

2,200

2,600

3,000

3,400

3,800

電力原単位(kWh/t)

イオン交換膜法

隔膜法

水銀法

アンモニア法

電力原単位

省エネ活動の実績省エネ活動の実績 ②

1990年までに電力原単位を約30％改善するとともに、
1999年には最新技術であるイオン交換膜法にほぼ100％転換

電力原単位

省エネ活動の実績 ② 
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日本におけるか性ソーダ製法別生産量と電力原単位の推移 



当初目標：90 

改訂目標：80 

２００７年度に見直

当初目標を前倒し達成。更なる意欲的な目標に向けて努力している。 
改訂目標：今後ｴﾈﾙｷﾞｰ原単位悪化要因が顕在化した場合、８７％もありうる。 
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環境自主行動計画の実績 ① 

エネルギー使用量・原単位指数・生産指数の推移 
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2-1 環境自主行動計画の実績 ④ 
（ＧＨＧ排出量の推移） 28% 
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HFC等製造に係る推計排出量 

                     （万GWPs) 

ＣＯ２排出量 万t-CO2 

29% 

CO2 削減に加え、HFC等3ガスの 
大幅削減を達成 

環境自主行動計画の実績 ② 

エネルギー起源CO2排出量及びGWP換算HFC等3ガス排出量 

注）HFC等の排出量の基準年は1995年、CO2排出量の基準年は1990年 12 
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今までの省エネ・GHG削減努力 
 

ー エネルギー効率の国際比較 ー 
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エネルギー効率の国際比較 ① 
（化学・石油化学産業全体） 



（日本を100とする） 
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140

日本 欧州 北米

   出典：Chemical and Petrochemical Sector 2009  
     (国際エネルギ－機関（OECD傘下の国際機関)） 
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エネルギー効率の国際比較 ② 
（エチレンプラントのエネルギー効率の比較） 
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エネルギー効率の国際比較 ③ 
（か性ソーダ：電解電力原単位の比較 2004年） 
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低炭素社会実行計画への取組み 
 

ー 取組み方針 ー 
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１．製造プロセスにおいて、世界最高水準のエネルギー 
  効率を追求する。 
 

２．低炭素製品・技術の開発・普及を通じて社会全体 
  のＧＨＧ排出削減の推進に貢献する。 
   

３．国際貢献を推進する。 
   省エネ技術・低炭素製品を積極的に海外へ普及・展開し、 
   グローバルな視点でのＧＨＧ削減に貢献する。 
 

４．2020年以降を視野に入れた革新的技術を開発する。 
   低炭素社会実現に向けた新規製造プロセス、高機能材等 
   の革新的技術を開発する。（中長期の取組み） 

低炭素社会実行計画の取組み方針 
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低炭素社会実行計画への取組み 
 

ー 化学産業自身の削減目標 ー 



 手順１ ＢＡＵ(Business As Usual)活動量の設定 
 

      (活動量予測に基づき設定：エネルギー長期需給見通しベース、原油万KL)      

 
 

手順２ 削減量の算定 
       世界最高水準であるBPT(Best Practice Technologies)の普及により、 

       エネルギー効率を向上させ、CO2排出量を削減。 
 

       具体的には、①エチレン製造装置の省エネプロセス技術、 

                ②CHP・蒸気生産設備の効率化、等を想定。        

2005年度
実績（Ａ） 

2020年度
BAU（Ｂ) 

Ｂ－Ａ 活動量 

石油化学製品 1,375 1,286 ▲89 エチレン生産量762 →706万t 

化学繊維製品 196 141 ▲55  減少 

ソーダ製品 132 132 0 横這い 

アンモニア製品 65 63 ▲2 微減 

機能製品他 517 657 140 1.27倍 

その他＊ 590 590 0 横這い 

合計 2,875 2,869 ▲6 
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目標値の設定   

   ＊参加企業数の増減により変動 
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エネルギー使用量の設定方法  

2005年度 
エネルギー使用量 

× 2020年度活動量 
2005年度活動量 

2005年度エネ
ルギー使用実
績（原油万ｋｌ） 

活動量指数 2005年度 
活動量 
(生産量） 

2020年度BAUエネルギー 
使用量（原油万kl） 

石油化学製品 1,375 
 

エチレン生産量 762万t 1,375＊2020年度エチレン  
  生産量／762 

化学繊維製品 196 化学繊維生産量 125万t 196＊2020年度化学繊維 
  生産量／125 

ソーダ製品 
 

132 苛性ソーダ生産量 455万t 132＊2020年度苛性ソーダ
生産量／455 

アンモニア製品 65 アンモニア生産量 132万t 65＊2020年度アンモニア生
産量／132 

機能製品他 
 

517 鉱工業生産指数 
(化学工業－石油化学、ソーダ、
アンモニア製品） 

    100 
 

517＊2020年度左記鉱工業
生産／100 
 

その他 590＊ 鉱工業生産指数 
(製造工業） 

100 590＊2020年度製造工業鉱
工業生産指数／100 

合計 2,875＊ 

＊参加企業数の増減により変動 

＝ 2020年度活動量に基づく 
エネルギー使用量 



23 

◆CO2排出 ： 化学産業は組立加工型産業や川下産業、消費者に原料、 
            素材、部材を提供する産業であり、最終製品のライフ、 
                          市場規模等市場動向の影響を大きく受けるため、目標指標 
            として生産量の変動を大きく受ける総量は不適。 
 

◆CO2排出 ： 化学産業は将来においても多種多様な製品を製造する 
            ため、製品構成およびエネルギー構成の影響を受易い 
           ＣＯ2排出原単位は指標としては難あり。           

「2020年度の活動量」予測に基づく CO2排出量
からのCO2排出削減  ： 生産量変動に対応可 

BAUからの削減量を選定 BAU:2005年度の努力
を継続した時の、2020年
度の活動量予測 

目標指標の選定理由 

総量 

原単位 



PA、PB      ； 生産量 

α１～α2   ； エネルギー原単位(2005年度） 
β１～β2   ； IEA BPT エネルギー効率 
       （目標） 

γs,  γq     ； エネルギー効率改善率 

 Es,  Eq    ； 使用エネルギー量 

ΔEA,Δ EB, ΔEs, ΔEq 

                  ； エネルギー削減ポテンシャル量 

・BAUは、生産予測に基づいたエネルギー使用量を想定しており、 
 削減ポテンシャル量は生産量等とエネルギー効率から算出可能。 
 
・化学産業は多種多様な製品・プロセスのため、製品群・プロセス毎に 
  削減ポテンシャル量を算出。 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

石油化学製品 ；A 

ソーダ製品；B 

化学繊維製品 ；C 

アンモニア製品 ；D 

機能 製品  ；E 

そ の 他      ；F 

ΔEA＝PA ×（α１ －β１ ） 

ΔEB＝PB×（α２ －β２ ） 

ΔEs＝Es ｘ （γs ） 

製品群分類 エネルギー構成 

削減ポテンシャル量算定の考え方 

機能製品他 蒸気生産設備 

ΔEq ＝Eq ｘ （γq ） 
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事業所 

削減ポテンシャル 

IEA BPT１）:12.3GJ/t2)-HVCｓ3） 

1) BPT(Best Practice Technology):商業規模で利用されている先進的技術 
2) IEA 2009報告書 「Technology Transitions for Industry」 
3) HVCs:エチレン、プロピレン、ベンゼン、ブタジエン等高価値化学製品 

エ
ネ
ル
ギ
ー
原
単
位 

 

エチレン製造装置の削減ポテンシャル：原油換算15.1万kl 
 

ＩＥＡ（国際エネルギー機関）が示す 
世界最高水準の技術 
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削減ポテンシャルの算定例 （エチレン製造装置） 



１．主要ﾌﾟﾛｾｽの削減ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙの算定（世界最高水準設定可能） 

     ①エチレン製造装置の省エネプロセス技術 15.1万kl 
    ②か性ソーダ＋蒸気生産設備の省エネプロセス技術 18.2万Kl 
   (①+②のエネルギー使用量はエネルギー使用量のカバー率としては約70％） 
 
       
 

     省エネプロセス技術 ： 製法転換、プロセス開発、設備機器効率の改善、 
                    運転方法の改善、排出エネルギーの回収、 
                    プロセス合理化等 
 

２．削減ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙが設定できないﾌﾟﾛｾｽについての改善 
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化学業界の削減ポテンシャルの算定 

削減ポテンシャル 33.3万kl 

  省エネ努力：  2020年までに10%の省エネ  33.3万kl 
 

   1. 2. を合わせ 66.6万kl  
     →CO2排出削減量で約150万t-CO2に相当 
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               活動量 

エ
ネ
ル
ギ
ー
使
用
量 

● 

○ 

2005年度活動量 2020年度活動量 

2020年度BAU活動量に基づくエネルギー使用量 
◆ 

■ 2020年度エネルギー使用量
（実績値） 

BAU活動量に基づくエネル
ギー使用量からの省エネ量 
目標値：66.6万kl(原油換算） 

削減量の考え方及び検証方法  

2005年度エネルギー使用量 

◆石油化学製品・化学繊維製品・ソーダ製品・ アンモニア製品は、公表された国の
データである生産量（統計年報）を用いて検証 

◆機能製品、その他は公表された国のデータである鉱工業生産指数を用いて検証 

活動量 



原油KlからCO2-tへの換算：2.34*万t-CO2/万Kl  （2005年度環境自主行動計画実績に基づく） 

万ﾄﾝ-ＣＯ2 
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2020年BAU活動量に基づくCO2排出量から150万㌧削減を目指す 

注）BAU見通しは「長期エネルギー需給見通し」とエネルギー基本計画をベースに算定。 
   BAUの変動に伴い、削減数値の変動が生じます。 

2020年度CO2排出削減量と排出量見通し 
（電力係数改善分を除く） 

2005年度 
実績 

2020年度 

BAU 見通し 削減量 排出量見通し 

6,741＊ 6,728＊ 150 6,578＊ 

＊参加企業数の増減により変動 
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低炭素社会実行計画への取組み 
 

ー 低炭素製品の普及を通じた削減貢献 ー 



 ◆CO2排出削減を推進するためには、製造部門での

CO2排出削減といった部分最適の視点ではなく、原料

採取、製造、流通、使用を経て、リサイクル・廃棄に至

るライフサイクル全体を俯瞰した全体最適の視点から

の対策が重要。 
 

 ◆ＬＣＡ的視点から化学製品・技術の開発・普及の推進

に取組み、サプライチェーンを通じて社会全体のCO2

排出削減に貢献する。 

   
30 

LCA的視点の重要性と取組み 



ICCA（国際化学工業協会協議会） 日化協（日本化学工業協会） 

 2009年にICCAから、2011年に日化協から化学製品のライフサイクル   
評価を、2012年にガイドラインを公表 

31 

化学産業としてのLCAの取組み 



４－１．ＣＯ2排出削減貢献量の定義 

• c-LCAとは、原料採取、製造、流通、使用、廃棄の各工程で排出されるCO2を 
   合計しライフサイクル全体での排出量を評価することである。 
• 本c-LCAにて算定したCO2排出量を2つの製品で比較し、その差分をCO2排出削減

貢献量として算定する。 

CO2 排出削減貢献量の定義 

32 



① c-ＬＣＡ手法を使ってCO2排出削

減貢献量を算定する上で、統一し
た基準がなく、算定者の判断に委
ねられていた。 
 

② ①に由来する手法・算定方法の
違いによる結果のバラツキが発
生していた。 
 

③ 算定数値の一人歩き 

算定結果の透明性・信頼性 
への疑問・課題 

化学産業がc-LCA手法を使っ

てCO2排出削減貢献量を算定

する手段の統一基準を提示し、

実践上の留意事項を抽出・整

理する。 
 
手法・算定方法の違いによる結

果のバラツキを防止し、c-LCA
の透明性、信頼性を高める。 

統一基準 
ガイドラインの作成 

国際標準化へ（まず化学分野で） 

LCAの透明性・信頼性の確保 

33 



ガイドラインの概要 

 ガイドラインの目的・使い方 

 用語の定義 

 c-LCA評価の基本的な考え方（中間財・最終製品） 

 ＣＯ2排出削減貢献量の算定方法（基本形・簡易法） 

 ＣＯ2排出削減貢献量算定における諸条件の設定 

   ・比較製品選定の要件（製法が異なる・代替技術が異なる） 

   ・貢献製品とする範囲の特定 

   ・評価対象製品の市場規模・普及率等の条件設定方法（現在・過去・将来予測） 

   ・評価年と製品の生産・使用期間の設定方法 

 データの透明性、信頼性、妥当性 

  （一次・二次ﾃﾞｰﾀ、製品使用段階に関する算定条件、地域性、代表ﾃﾞｰﾀ及び出典） 

 寄与率 

 ＣＯ2排出削減貢献量及び削減貢献の度合い活用に当たっての留意点 

 算定結果の信頼性確保（妥当性の確認） 

 

CO2排出削減貢献量算定のガイドラインの概要 
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出典：日化協「温室効果ガス削減に向けた新たな視点」 

日本国内における評価事例①   

35 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート





出典：日化協「温室効果ガス削減に向けた新たな視点」 

評価事例のまとめ① 日本国内における評価事例② 
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断  熱 
太陽光 
風   力 
LED照明 
ホール素子 
配管材料 
航空機 
自動車 

合    計 

化学産業 
製造段階での 
CO２排出量 

7600 

898 
854 

745 
640 

330 
122 
8 

11197 

万トンCO2／年 

  

化
学
製
品
に
よ
る     

正
味
削
減
貢
献
量 

CO2 

万トンCO2／年 

出典：日化協「温室効果ガス削減に向けた新たな視点」 

8製品 
製造段階での 
CO２排出量 

万トンCO2／年 475 

6700 

日本における評価結果(8事例)のまとめ（2020年） 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート





低炭素社会実行計画への取組み 
 

ー 国際貢献の推進 ー 

38 



◆化学産業では、製品開発から製造、使用、廃棄に至る全て 

  の過程において、自主的に環境・安全・健康を確保し、社会 

  からの信頼性向上とコミュニケーションを推進する 

  「レスポンシブル・ケア」の精神に則って、 

    世界最高水準の化学プロセスや 

    省エネ技術、低炭素製品を海外に 

    普及、展開することにより、積極的に 

    グローバルなGHG削減に貢献する。 

 

国際貢献に対する考え方 
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●環境保全：地球上の人々の健康と自然を守る 

●保安防災：設備災害の防止や自然災害対策の実施 

●労働安全衛生：働く人々の安全と健康を守る 

●物流安全：物流における事故、災害の防止 

●化学品・製品安全：化学品の性状と取扱い方法を明確にし、 

             全ての取扱者の安全と健康、環境を守る 

●コミュニケーション：活動内容・成果を公表し、対話を進める 

   

レスポンシブル・ケア（ＲＣ）の実施項目 
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1）国際組織ICCA（国際化学工業協会協議会）における活動 
 

  ① CO2排出削減量の定量的評価（LCA手法の活用）： 
 

    化学製品の原料調達から製品廃棄までのCO2排出量と使用段階を 
    含めた排出削減貢献量の算定、比較分析。 
 

  ②エネルギー効率指標の構築（グローバルスタンダード）： 
 

    石油化学製品等エネルギー消費量の大きい製品を対象にエネルギー 
    効率指標の作成 
 

  ③温暖化対策に資する化学関連技術開発ロードマップの作成： 
 

    IEAと連携して、（ⅰ）高エネルギー効率住宅（ゼロエミッション住宅）、 
   （ⅱ）触媒技術による革新プロセスの開発、（ⅲ）バイオマスエネルギー 
   の３テーマのロードマップを作成中。 
 

2）「日本の化学産業が保有する省エネルギー・環境に関する 
  技術集」の作成 
 

   エネルギー消費が著しく増加しているアジアの途上国へ、日本の省エネ・環境 

   技術の移転を行うべく、会員企業が保有する移転可能な技術を集め、「技術集」  

   を作成。 
41 

国際貢献 （現状までの取組み） 



「海外への低炭素技術・製品の移転による貢献」 
  ＜製造技術＞ 
   ・CO2を原料とするポリカーボネートの製造技術 
   ・最新鋭のテレフタル酸製造設備 
   ・バイオ技術を用いたアクリルアミド製造技術 
   ・イオン交換膜法を用いた苛性ソーダ製造設備 
    

  ＜素材・製品＞ 
   ・逆浸透膜による海水淡水化技術 
   ・エアコン用DCモータの制御素子 
   ・自動車・航空機軽量化材料など 
 
  ＜代替フロン等3ガスの無害化＞ 
   ・排ガス燃焼技術・設備による代替フロン等３ガスの排出削減 

42 

海外での削減貢献（考えられる事例案） 



 
分野 

 
事例 

 
削減効果 

削減ポテ
ンシャル 
万ﾄﾝ-CO2/年 

製造技術 
 

イオン交換膜法 
  か性ソーダ製造技術 

電力消費原単位改善 650 

素材・製品 逆浸透膜による海水淡水化技術 蒸発法代替による 
  省エネ 

17,000 

自動車用材料（炭素繊維） 軽量化による 
  燃費向上 

140 

航空機用材料（炭素繊維） 軽量化による 
  燃費向上 

2,310 

エアコン用ＤＣモータの制御素子 モータの効率向上 7,070 

代替フロン
等無害化 

排ガス燃焼技術による代替フロン
等３ガスの排出削減 

ＧＨＧの排出削減 2,000 

約30,000 

日本の製品・技術による 
世界におけるGHG削減への貢献（ポテンシャル） 

出典：日化協 「国内における化学製品のライフサイクル評価」、 

         「ＣＯ2排出削減貢献量のガイドライン」に基づき算定 43 



44 

低炭素社会実行計画への取組み 
 

ー 革新技術開発 ー 



化学産業は、化石資源を燃料のみならず原料としても使用 

  しており、低炭素社会実現に向けて、原料・燃料両面での 

  技術開発が中長期的に重要な課題である。 
 

このため、2020年度以降を視野に入れて、開発すべき技術 

  課題、障壁について、政府ともロードマップを共有・連携し、 

  開発を推進する。 
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革新技術開発の取組み方針 



0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010
原料 使用エネルギー 

年度 

（PJ） 

原  料 

エネルギー利用 

出典：経済産業省 資源エネルギー庁 平成22年度エネルギー需給実績 

46 

原料は90年比35％の伸び 

原料・燃料に化石資源を使用 
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革新技術の開発例 ① 

８５０℃ → ６５０℃ 

有
用
成
分
の
収
率
向
上 

触媒による反応 

1）新規プロセス開発 

  ・革新的ナフサ分解プロセス    ・精密分離膜による蒸留分離技術  

   ・廃棄物、副生成物を削減できる革新的プロセス開発 

2)化石資源を用いない化学品製造プロセスの開発 

   ・CO2を原料として用いた 

         化学品製造プロセスの開発 

    ・セルロース系バイオマスからの 

         化学品製造プロセスの開発 

革新的ナフサ分解プロセス 



3）ＬＣＡ的にＧＨＧ排出削減に貢献する次世代型高機能材の開発 
 ・高効率建築用断熱材   ・太陽電池用材料 

 ・照明材料（LED,有機EL)  

 ・次世代自動車用材料（軽量化材料、二次電池部材、燃料電池用部材等） 
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革新技術の開発例 ② 
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ま と め 



◆化学産業のエネルギー効率は、既に世界最高水準であり、削減 
  ポテンシャルは小さいが、BPT(Best Practice Technologies）の普及 
  により更なるエネルギー効率の向上を図る。  
 

◆化学産業は、製造段階での省エネ努力に加えて、製品のライグサイクル 
  を通じたＧＨＧ（CO2e）の削減貢献や他業種との連携を通し、社会全体 
  のＧＨＧ（CO2e）の削減に貢献する。 
 

◆低炭素技術・製品を積極的に海外に普及、展開することによりグローバル 
  なＧＨＧの削減に貢献する。 
 

◆低炭素社会実現に向けて、原料・燃料両面での技術開発のみならず 、 
  LCA的にGHG排出削減に貢献する高機能材についても革新的技術 
  開発を推進する。 

50 

 化学産業は世界、社会、生活の変化に対応し、 
    Solution Providerとして、技術・製品を通して、 
       持続可能な社会の構築に貢献していきたい。 
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